
鳥取県総務部建築設計等業務成果品重点確認制度実施要綱 
 
 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、総務部（各総合事務所環境建築局又は東部建築住宅事務所を含む。以下

同じ。）が発注する建築設計等業務に係る入札について予定価格を著しく下回る落札金額で受

注した落札者の成果品に対する重点的かつ詳細な履行確認（以下「成果品重点確認」という。）

を行うために必要な事項を定める。 
 
（定義） 

第２条 この要綱において、使用する用語の意義は、鳥取県建設工事等の入札制度に関する規

則（平成 19 年鳥取県規則第 76 号。以下「入札規則」という。）で使用する用語の例によるほ

か、以下の例による。 

（１）「建築設計等業務」とは、建築関係建設コンサルタント（建築設計、設備設計、建築監理 

等）の業務をいう。 

（２）「成果品重点確認価格」とは、成果品重点確認を行う基準となる価格をいう。 

（３）「成果品重点確認入札」とは、成果品重点確認価格を下回る価格での入札をいう。 

（４）「成果品重点確認入札者」とは、成果品重点確認価格を下回る入札を行った者をいう。 

（５）「成果品重点確認落札者」とは、成果品重点確認価格を下回る価格で落札した者をいう。 

（６）「成果品重点確認業務」とは、成果品重点確認価格を下回る価格で落札された建築設計等

業務をいう。 

（７）「業種」とは、測量等業務の種別をいう。 

（８）「発注業種」とは、調達公告で指定する主たる測量等業務の種別をいう。 
 
（適用対象業務） 

第３条 この要綱は、委託対象設計金額が２００万円以上の建築設計等業務（以下「適用対象

業務」という。）の入札について適用する。 

２ 前項の規定にかかわらず、各発注機関が設置する資格審査委員会が承認したときは、この

要綱を適用対象業務に適用せず、又は適用対象業務以外の建築設計等業務に適用することが

できる。 

 
（成果品重点確認価格の決定） 

第４条 成果品重点確認価格は１０分の８．５を上限に総務部長が別に定める算定方法に基づ

き発注機関が定めるものとする。 
 
（成果品重点確認落札者の義務） 

第５条 発注機関は、成果品重点確認落札者（共同企業体（現存する２以上の事業者が共同し

て建築設計等業務を履行するために用いる共同経営の方式をいう。以下同じ。）として落札し

た場合にあっては、当該共同企業体のいずれかの構成員）に対して、次の表の左欄に掲げる

発注業種に応じ、同表の右欄に定める資格を有する同表の中欄に定める技術者（以下「重点

配置技術者」という。）を配置させるものとする。 

発注業種 技術者 資格 

建築関係建設 

コンサルタント 
管理技術者 

下記資格のうち、総務部長が認めるもの 

ア 一級建築士 

イ 二級建築士 

ウ 建築設備士 

（実務経験年数は、配置技術者要件で定める年数が１年の

場合にあっては２年、５年の場合にあっては１０年とす

る） 

２ 発注機関は、必要があると認めるときは、前項の表の右欄に定める資格をいずれかに限定

し、重点配置技術者として設定することができる。 

 



３ 重点配置技術者は次の各号に掲げる要件を全て満たす者であることとする。 

（１） 他の成果品重点確認業務（鳥取県の他の部局が、この要綱を適用して入札したものを 

含む。以下同じ）の重点配置技術者として配置していない者であること。 

（２） 他の成果品重点確認業務の担当技術者（成果品重点確認業務が複数の業種からなる測 

量等業務（以下「複合業務」という。）の場合は発注業種に係る担当技術者とする。以下 

同じ）として配置していない者であること。 

（３） 当該成果品重点確認業務の他の重点配置技術者又は担当技術者として配置していない 

者であること。 

 
４ 成果品重点確認落札者は、当該成果品重点確認業務の担当技術者を、他の成果品重点確認

業務の重点配置技術者又は担当技術者と兼務させることができない。 

 

５ 前２項の規定により、重点配置技術者及び担当技術者が他の成果品重点確認業務の重点配

置技術者又は担当技術者と兼務できない期間は、原則として業務完了通知書受理日までとす

る。 

ただし、当該成果品重点確認業務が実質完了し、発注者が成果品を確認し問題がないと判

断したときは、当該日までとする。 

 

（入札参加者への周知） 

第６条 適用対象業務の入札を行おうとするときは、当該適用対象業務に係る調達公告又は指

名通知に次に掲げる事項を記載するものとする。 

（１） 成果品重点確認価格を設けること。 

（２） 重点配置技術者の配置を求めること及び求められる重点配置技術者の資格 

（３） 成果品重点確認入札者を当該建築設計等業務の落札者としない場合があること。 
 
（入札の執行） 

第７条 入札執行者は、入札の結果、成果品重点確認入札が行われた場合には、その入札に参

加した者全員に対して落札者の決定を保留することを告げて、入札を終了するものとする。 
 
（重点配置技術者調書の提出） 

第８条 発注機関は成果品重点確認落札予定者に対して、別記様式による重点配置技術者調書

（次の（１）から（３）までに掲げる全ての要件を満たすものに限る。）を紙入札（電子入札

以外の入札をいう。）の場合にあっては開札時、電子入札の場合にあっては開札日の翌日の正

午までに提出させるものとする。また調達公告にその旨記載し、提出が無い場合は、その者

の入札を無効とする。 

ただし、鳥取県の入札において、重点配置技術者調書を提出せず入札の無効を繰り返すな

ど悪質性が高い場合は、鳥取県建設工事等入札参加資格者資格停止要綱（平成 20 年５月１日

付第 200700191955 号鳥取県県土整備部長通知）に基づき資格停止等を行う場合がある。 

（１）資格者証等が添付されているものであること。 

（２）重大かつ明白な不備がないこと。 

（３）重点配置技術者は、開札時において、他の成果品重点確認業務の重点配置技術者又は担

当技術者に専任しているものでないこと。 

２ 発注機関は、同一業務が同日に複数の成果品重点確認落札予定者となった場合、開札順に

重点配置技術者調書の提出を求める。 
 
（管理技術者等の選任） 

第９条 発注機関は成果品重点確認落札者に対して、当該建築設計等業務の落札決定後、速や

かに重点配置技術者調書に記載した技術者について、公共建築設計業務委託共通仕様書（以

下「共通仕様書」という。）の規定に基づき、発注機関へ通知させるものとする。 
 
（入札結果の公表） 

第１０条 発注機関は、成果品重点確認業務の入札結果を公表するときは、閲覧に供する入札



調書の写しの備考欄に「成果品重点確認適用業務」と記載するものとする。 
 
（履行確認等の強化） 

第１１条 発注機関は、成果品重点確認業務の履行確認を強化し、成果品の品質確保を図るた

めに、次に掲げる措置をとるものとする。 

（１） 建築設計等業務の履行体制の確認 

成果品重点確認落札者が落札した建築設計等業務の一部を第三者に委任し、又は請け負

わせようとするときは、発注機関が設計仕様書において指定した軽微な部分を委任し、又

は請け負わせようとするときであっても、必ず発注機関へ報告するよう義務付けること。 

（２） 建築設計等業務計画書の内容の聴取 

共通仕様書に規定する業務計画書を提出する際に、成果品重点確認落札者からその内容

について聴取を行うこと。 

（３） 業務の節目毎の報告 

発注機関は、業務の節目を定め節目毎に履行状況の報告を義務付けることとし、報告を

受ける際は、調査職員のうち２名以上が同席すること。 
 
 
 
   附 則 

 この要綱は、平成１９年８月１日以後に調達公告を行う建築設計等業務から適用する。 
 
   附 則 

 この改正は、平成２０年９月２５日より施行し、平成２０年１０月１日以降に県が調達公告

を行う建築設計等業務から適用する。 
 
   附 則 

 この改正は、平成２６年６月１０日より施行し、同日以降に県が調達公告を行う建築設計等

業務から適用する。 
 
   附 則 

 この改正は、平成２７年６月１６日から施行し、平成２７年７月１日以降に調達公告を行う

建築設計等業務から適用する。 
 

附 則 

 この改正は、平成２８年６月１４日から施行し、平成２８年７月１日以降に調達公告を行う

建築設計等業務から適用する。 
 

附 則 

 この改正は、平成３０年４月１日以降に調達公告を行う建築設計等業務から適用する。 
 

附 則 

 この改正は、令和６年５月１日以降に調達公告を行う建築設計等業務から適用する。 
 

附 則 

 この改正は、令和８年４月１日以降に調達公告を行う建築設計等業務から適用する。 
 
 



別記様式（第８条関係） 

重 点 配 置 技 術 者 調 書 

 
提出日 平成  年  月  日 

 
当業務について、以下の者を重点配置技術者としますので、関係書類を添えて提出します。 

 なお、この調書に記載した技術者については、報告時において他の成果品重点確認業務の重点配置技術者に選任さ

れていないこと、及び記載内容、並びに添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

 
業務名：                                          
 
               住    所 

商号又は名称 

代 表 者                      印 
 
重点配置技術者の区分 

配 置 技 術 者 管理技術者  

重点配置技術者氏名   

継 続 雇 用 期 間 

年    月 

（昭和・平成 年 月 日採用 

～応募書類提出締切日） 

 

調達公告で定める特定

資格 

名称（         ） 

昭和・平成 年 月 日登録 

登録番号（       ） 

 

調

達

公

告

で

定

め

る

同

種

業

務

履

行

実

績 

業 務 名   

発 注 機 関 名   

業 務 場 所   

履 行 期 間   

業 務 委 託 料   

受 注 形 態   

配置技術者又は 

担当技術者区分 
  

業 務 内 容   

業務の規模等   

業 務 の 

技術的特記事項 
  

備考 

１ 記載した配置技術者が、調達公告で定める特定資格を有していることを証するもの（合格証明書の写し、資格

者証の写し等）及び常勤であることを証するもの（健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し）を

添付すること。 

２ 記載した配置技術者が、調達公告で定める同種業務履行実績を有していることを証するもの（委託契約書及び

仕様書の写し、測量調査設計業務実績情報サービス（ＴＥＣＲＩＳ）への登録の写し等）を添付すること。 


